
図．文部科学省関連の研究炉等について
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原子力人材育成作業部会 中間取りまとめ（概要）

課題

・ 人材育成・確保に関する施策を議論するに当
たっては、現状の把握、今後必要となる分野と規
模の定量的な把握が必要。現時点では十分な分
析が存在していない。

・ 人材育成事業として、「国際原子力人材育成イニ
シアティブ事業」を実施しているが、継続性や事業
費の使途等について課題がある。

・ 原子力機構及び大学が所有する研究炉等は新
規制基準への対応により、停止を余儀なくされて
おり、人材育成や研究開発に大きな影響を与えて
いる。加えて、原子力関連施設の多くは、老朽化
対策や維持管理等について多くの負担が必要とさ
れている。

・ 文部科学省は、本年度内を目処に、原子力人材
育成ネットワーク等の関係機関とも連携の上、我
が国で必要とされている人材の量と質のニーズの
把握を行う。

・ 文部科学省は、事業における実施期間や事業費
の使途等について、平成29年度概算要求に向け
て事業の改善を行う。

・ 先述のニーズを踏まえた上で、総合的な施策
ロードマップの策定を行う等、関係機関と連携しな
がら継続的な議論を進める。

・ 政府一体となった人材育成体制を進める観点か
ら、平成29年度から事業運営の連携強化を図る。

・ 「国際原子力人材育成イニシアティブ事業」等を
とおして、学界－産業界間の人材の交流を進める。

・ 分野横断的な研究開発をとおして、幅広い分野
の研究者等に原子力に関与する機会を提供する。

・ 早期の再稼働を目指し、各機関は新規制基準対
応に取組む。文部科学省は、引き続き各機関に対
する必要な支援を行う。

・ 先述のニーズを踏まえた上で速やかに、文部科
学省は、中長期的に必要な原子力の研究・教育
基盤に関する戦略立案に取り組む。

今後の施策の方向性

４．原子力分野の人材育成の課題を踏まえた今後の施策の方向性

・ 省庁間の縦割り等、各機関において人材育成の
取組が独自に実施されているため、一貫性を欠い
ている。

・ 学界－産業界間の人材の交流が進んでおらず、
人材のミスマッチや、学生への魅力発信の機会減
少に繋がっている。

・ 原子力産業は総合工学を中心とする分野である
ため、様々な分野の学生や教員に関心を持っても
らうことが必要である。

５．おわりに
○ 本中間取りまとめで示した課題以外にも、これまでの本作業部会では様々な課題や論点が指摘されている。本作業部会で
は最新の動向や知見を収集しながら、様々な課題や論点について、引き続き議論していくこととする。

１．はじめに
○ 東京電力福島第一原子力発電所事故や、原子力分野に対する国民の不信・不安の高まりを受け、原子力分野の人材を取
巻く環境は多くの課題を抱えている。この様な状況を踏まえて文部科学省は、原子力人材育成作業部会において課題の解決
に必要な施策の議論を進め、中間取りまとめを行った。

２．原子力分野の人材を取り巻く状況

図．学校基本統計における学生動向

（１） 原子力分野で活躍する人材の認識と現状把握
（２） 原子力分野の人材育成に関する基本的な考え方
・ 東電福島第一原発事故後の状況を踏まえ、原子力分野が抱える課題への対処

３．原子力分野の人材育成に当たっての基本的な考え方

・東京電力福島第一原子力発電所の廃止措置 ・既設プラントの安全性維持・向上
・今後増えていく既設の原子力発電所の廃止措置 ・放射性廃棄物の減容化・有害度低減のための取組
・核不拡散や安全対策に加え、プラント新設の支援等、原子力利用先進国としての国際貢献
・我が国が2030年度の電源構成における原子力依存度20～22％程度を実現するために必要となる取組
・核燃料サイクルへの取組

・ 原子力分野の社会的受容性の確保

東電福島第一原発事故やその後の原子力を取り巻く状況の変化を真摯に受け止め、原子力に携わる全ての関係者は、
原子力に関する丁寧な説明を継続的に取組むとともに、原子力の意義や重要性を伝える努力を継続すべきである。

・ 原子力分野の人材育成において産学官の各機関が果たすべき役割

【国及び地方公共団体】…原子力に関する政策の企画立案・推進、人材育成や研究開発の取組の支援
原子力行政に携わる行政官の専門性の向上

【大学等の教育機関】…原子力分野、その他の分野の学生に対する原子力に関する質の高い教育の実施
社会人における再教育の場の提供

【産業界】…現場を支える人材の育成、原子力に係る安全性向上や技術維持・継承
若者に対して原子力産業で働くことの魅力、国家の基幹を支える使命感等の継承

これらの役割の下、原子力分野の人材育成に係る各種取組を進めて行くにあたっては、原子力人材育成ネットワーク
や学協会が果たしてきた役割が大きい。引き続き積極的な活動が行われることを期待。

【原子力分野を目指す人材の推移等】

○ 昭和32年以降、国立大学・大学院を中心に「原子力工学」や「原子核工学」等という名称を付した学科・専攻が設置されて
きたが、平成５年以降、これらの学科・専攻の多くは改称・改組された。
○ 文部科学省の学校基本統計によると、原子力関連学科・専攻に入学する学生の数は、東電福島第一原発事故後に減少し
た。平成27年度調査では、合計298人に回復している（左下図）。
○ 原子力関連企業の合同企業説明会に参加する企業及び学生の数は、東電福島第一原発事故後に減少した。その後、参
加する企業の数は回復しているが、参加する学生の数は回復していない。専攻別の参加実績をみると、原子力・エネルギー
系以外の分野については、大きく減少したままである。

【原子力分野に係る人材育成の環境】
○ 文部科学省の学校教員統計によると、原子力分野を専門とする大学教員の数は、減少している（左下図）。
○ 原子力分野の人材育成を行う上で重要な原子力関連施設（右下図）は、設置から長期間を経ているが、稼働を目指す原子
力機構及び大学が所有する研究炉等は現在、新規制基準への対応により停止を余儀なくされている。

○ 将来必要となる原子力分野の人材の見通し（規模等）の明確化

○ 原子力分野の人材育成施策の継続性等の課題

○ 原子力分野の人材育成に携わる関係機関の連携や分野横断的な取組

○ 原子力分野の人材育成で重要な役割を担う施設に関する課題
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図．原子力関連企業の合同企業説明会における
参加学生数及び参加企業・機関数の推移

参加学生数および参加企業・機関数の推移 参加学生の専攻別人数の経年変化
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図．学校教員統計における教員動向
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原子力関連の年齢別教員数推移
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資料１－１

科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会

原子力科学技術委員会

原子力人材育成作業部会（第８回）

平成28年７月29日
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出典：（一社）日本原子力産業協会調べ

東電福島第一原発事故 東電福島第一原発事故 東電福島第一原発事故

出典：文部科学省「学校基本統計」

原子力関連学科等における入学者数の推移

出典：文部科学省「学校教員統計」
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